
公共建築設計業務委託特記仕様書 

第１章 業務概要 

１ 業務名称 

境港市民交流センター（仮称）新築工事基本設計業務 

２ 履行期限 

平成２９年３月２１日まで 

３ 計画施設概要 

本業務の対象となる施設（以下「対象施設」という。）の概要は次のとおりとする。 

（１）施設名称 

境港市民交流センター（仮称） 

（２）敷地の場所 

境港市上道町 3000 

（３）施設用途 

公会堂を主とする複合施設（平成 21年国土交通省告示第 15号（以下「告示」という。）別

添二第十二号第２類とする。） 

４ 適用 

本特記仕様書（以下「特記仕様書」という。）に記載された特記事項の中で□印の付いたも

のについては、■印の付いたものを適用する。 

５ 設計与条件 

（１）敷地の条件 

ア 敷地面積：20,925㎡ 

イ 用途地域及び地区の指定 

用途地域：第一種住居地域 

防火地域：準防火地域（敷地北側の一部のみ、その他は指定なし） 

（２）施設の条件 

ア 主要建物の棟別の規模、構造 

  区分    棟名称等  構造･階数    面積（㎡）    備 考 

新築  境港市民交流センター（仮称）     6,320  

イ 耐震安全性の分類 

■官庁施設の総合耐震計画基準（平成 19 年 12 月 18 日付け国営計第 76 号、国営整第 123

号、国営設第 101 号）による耐震安全性の分類は、次のとおりとする。 

（ア）構造体：Ⅱ類 

（イ）建築非構造部材：Ａ類 

（ウ）建築設備：甲類 

（３）建設の条件 

ア 工事費概算額：  4,410,000 千円（税含む） 

イ 建設工期：平成 31年度から（完成は未定） 

ウ 工事名：別途協議とする。 

（４）その他 

その他の設計与条件については、次の資料による。 

■美保飛行場周辺まちづくり構想 

■美保飛行場周辺まちづくり基本計画 

■境港市民交流センター（仮称）施設計画概要書 

平成２８年４月改定版 



 

第２章 業務仕様 

特記仕様書に記載されていない事項は、「公共建築設計業務委託共通仕様書（平成２８年４月境

港市建設部建築営繕課）」（以下「共通仕様書」という。）による。 

 

１ 管理技術者の資格要件 

管理技術者の資格要件は次による。 

・資格 

■一級建築士（建築士法（昭和２５年法律第２０２号）第２条第２項に規定する者） 

□建築設備士（建築士法第20条第5項に規定する建築設備に関する知識及び技能につき国土交通

大臣が定める資格を有する者）又は二級建築士（建築士法第２条第３項に規定する者） 

・経験年数 

■上記の資格を取得後５年以上の実務経験を有する者 

□上記の資格取得後１年以上、二級建築士の場合は取得後５年以上の実務経験を有する者 

 

 

２ 業務計画書（共通仕様書第３章５（２）） 

業務着手時に、次の内容を記載した業務計画書を作成し、調査職員に提出する。なお、プロ

ポーザル方式により本業務を受注した場合には、技術提案書により提案された履行体制により

当該業務を履行する。 

（１）業務概要 

第１章に掲げる業務内容 

（２）業務工程表 

（３）管理技術者の経歴等 

管理技術者の氏名、役職、保有資格、実務経験年数、過去３年以内の同種又は類似業務の

実績 

（４）担当技術者の経歴等 

担当技術者の分担業務分野、所属、氏名、保有資格、実務経験年数、過去３年以内の同種

又は類似業務の実績 

（５）再委託等 

業務の一部を再委託する場合は、協力事務所の名称、代表者名、所在地、分担業務分野、

協力を受ける理由及び具体的内容 

（６）分担業務 

建築、構造、電気及び機械以外に分担業務を追加する場合は、分担業務分野、具体的な業

務内容、追加する理由及び担当技術者の氏名、生年月日、所属、役職、保有資格、実務経験

年数、過去３年以内の当該分野における類似業務の実績 

（７）設計方針の説明に関する資料（告示別添一第１項第一号イ及び第二号イに掲げる基本設計

及び実施設計の方針） 

 

３ 設計業務の範囲 

（１） 一般業務 

ア 基本設計 

（ア）業務内容 

対象施設に係る次の基本設計を行う。 

■建築（意匠） 

■建築（構造） 

■電気設備 

■機械設備（■給排水衛生、■空調換気） 

■昇降機 



■その他（舞台設備、外構） 

 

（イ）基本設計対象業務 

基本設計に係る対象業務は次のとおりとする。 

項  目 対象業務 

■設計条件等

の整理 

■条件整理 耐震性能や設備機能の水準など発注者が提示する

様々な要求その他の諸条件を設計条件として整理する。 

■設計条件の変

更等の場合の

協議 

発注者が提示する要求の内容が不明解若しくは不適

切な場合又は内容に相互矛盾がある場合又は整理した

設計条件に変更がある場合においては、発注者に説明を

求め又は発注者と協議する。 

■法令上の諸

条件の調査

及び関係機

関との打合

せ 

■法令上の諸条

件の調査 

基本設計に必要な範囲で、建築物の建築に関する法令

及び条例上の制約条件を調査する。 

■建築確認申請

に係る関係機

関との打合せ 

基本設計に必要な範囲で、建築確認申請を行うために

必要な事項について関係機関と事前に打ち合わせを行

う。 

■上下水道、ガス、電力、通信等

の供給状況の調査及び関係機関

との打合せ 

基本設計に必要な範囲で、敷地に対する上下水道、ガ

ス、電力、通信等の供給状況等を調査し、必要に応じて

関係機関との打合せを行う。 

■基本設計方

針の策定 

■総合検討 設計条件に基づき、様々な基本設計方針案の検証を通

じて、基本設計をまとめていく考え方を総合的に検討

し、その上で業務体制、業務工程等を立案する。 

■基本設計方針

の策定及び発

注者への説明 

総合検討の結果をふまえ、基本設計方針を策定し、発

注者に対して説明する。 

■基本設計図書の作成 基本設計方針に基づき、発注者と協議の上、基本設計

図書を作成する。 

■概算工事費の検討 基本設計図書の作成が完了した時点において、当該基

本設計図書に基づく建築工事に通常要する費用を概算

し、工事費概算書（工事費内訳明細書、数量調書等を除

く。以下同じ。）を作成する。 

■基本設計内容の発注者への説明

等 

基本設計を行っている間、発注者に対して、作業内容

や進捗状況を報告し、必要な事項について発注者の意向

を確認する。また、基本設計図書の作成が完了した時点

において、基本設計図書を発注者に提出し、発注者に対

して設計意図（当該設計に係る設計者の考えをいう。以

下同じ。）及び基本設計内容の総合的な説明を行う。 

イ 実施設計 

（ア）業務内容 

対象施設に係る次の実施設計を行う。 

□建築（意匠） 

□建築（構造） 

□電気設備 

□機械設備（□給排水衛生、□空調換気） 

□昇降機 

□その他（             ） 

（イ）実施設計対象業務 

（ア）に示す実施設計に係る対象業務は次のとおりとする。 

項  目 対象業務 

□要求等の確

認 

□発注者の要求等

の確認 

実施設計に先立ち又は実施設計期間中、発注者の要

求等を再確認し、必要に応じ、設計条件の修正を行う。 

□設計条件の変更 基本設計の段階以降の状況の変化によって、発注者



等の場合の協議 の要求等に変化がある場合、施設の機能、規模、予算

等基本的条件に変更が生じる場合又は既に設定した設

計条件を変更する必要がある場合においては、発注者

と協議する。 

□法令上の諸

条件の調査

及び関係機

関との打合

せ 

□法令上の諸条件

の調査 

建築物の建築に関する法令及び条例上の制約条件に

ついて、基本設計の内容に即した詳細な調査を行う。 

□建築確認申請に

係る関係機関と

の打合せ 

実施設計に必要な範囲で、建築確認申請を行うため

に必要な事項について関係機関と事前に打ち合わせを

行う。 

□実施設計方

針の策定 

□総合検討 基本設計に基づき、意匠、構造及び設備の各要素に

ついて検討し、必要に応じて業務体制、業務工程等を

変更する。 

□実施設計のため

の基本事項の確

定 

基本設計の段階以降に検討された事項のうち、発注

者と協議して合意に達しておく必要のあるもの及び検

討作業の結果、基本設計の内容に修正を加える必要が

あるものを整理し、実施設計のための基本事項を確定

する。 

□実施設計方針の

策定及び発注者

への説明 

総合検討の結果及び確定された基本事項を踏まえ、

実施設計方針を策定し、発注者に説明する。 

□実施設計図

書の作成 

□実施設計図書の

作成 

実施設計方針に基づき、発注者と協議の上、技術的

な検討、予算との整合の検討等を行い、実施設計図面

を作成する。なお、実施設計図書においては、工事施

工者が施工すべき建築物及びその細部の形状、寸法、

仕様、工事材料、設備機器等の種別、品質及び特に指

定する必要のある施工に関する情報（工法、工事監理

の方法、施工管理の方法等）を具体的に表現する。 

□建築確認申請図

書の作成 

関係機関との事前の打合せ等を踏まえ、実施設計に

基づき、必要な建築確認申請図書を作成する。 

□概算工事費の検討 実施設計図書の作成が完了した時点において、当該

実施設計図書に基づく建築工事に通常要する費用を概

算し、工事費概算書を作成する。 

□実施設計内容の発注者への説明

等 

実施設計を行っている間、発注者に対して、作業内

容や進捗状況を報告し、必要な事項について発注者の

意向を確認する。また、実施設計図書の作成が完了し

た時点において、実施設計図書を発注者に提出し、発

注者に対して設計意図及び実施設計内容の総合的な説

明を行う。 

（２）追加業務（共通仕様書第２章（２）） 

□建築積算業務（積算業務とは、積算数量算出書の作成、単価作成資料の作成、見積徴収、

見積検討資料の作成をいう。以下、同じ。） 

□電気設備積算業務 

□給排水衛生設備積算業務 

□空気調和換気設備積算業務 

□昇降機設備積算業務 

■透視図作成等 

■模型製作等 

□建築基準法第 18条第２項に基づく計画通知手続業務（履行期間内に確認済証を受けること。

なお、構造計算適合性判定料については、特別経費として委託料に追加計上している。） 

□市町村指導要綱による中高層建築物の届出書の作成及び申請手続業務（標識看板の作成、

設置報告書の届出） 

□防災計画評定又は防災性能評定に関する資料の作成及び申請手続業務 



□省エネルギー関係計算書の作成及び申請手続業務 

□福祉のまちづくり条例届出手続業務 

□高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律に関する申請手続業務 

□リサイクル計画書の作成 

設計にあたって、建設副産物対策（発生の抑制、再利用の促進、適正処理の徹底）につ

いて検討を行い、設計に反映させるものとし、その検討内容をリサイクル計画書として取

りまとめを行う。 

□概略工事工程表の作成 

□営繕事業広報ポスターの作成 

□災害応急対策活動に必要な施設その他特別な性能、機能、設備等を有する県公共施設の設

計等における特別な検討及び資料の作成（建築非構造部材の耐震安全性に関する特別な検

討、特殊な設備機器を有する室の設計に係る特別な検討等） 

□エネルギーの使用の合理化等に関する法律第 73条第１項に規定する建築物の外壁、窓等を

通しての熱の損失の防止及び建築物に設ける空気調和設備等に係るエネルギーの効率的な

利用のための判断に係る業務 

□建築物総合環境性能評価システム（CASBEE）による評価に係る業務 

□市有建築物等の計画から建設、運用、廃棄に至るまでのライフサイクルを通じた二酸化炭

素排出量等を用いて行う総合的な環境保全性能の評価業務 

□建築基準法に基づく許可申請手続業務（許可申請内容： ） 

□都市計画法に基づく許可申請手続内容（許可申請内容： ） 

□設計概要リーフレットの作成 

□コスト縮減検討中間報告書の作成 

基本設計時に、調査職員と協議し、次の事項について取りまとめを行う。 

①コスト縮減対策として有効なものとして採択した事項 

②今後の実施設計の中で具体的に検討のうえ採否を決めるべき事項 

（営繕事業における共通検討課題を含む。） 

□コスト縮減検討報告書の作成 

実施設計時に、調査職員と協議し、次の事項について取りまとめを行う。 

①コスト縮減検討中間報告書に記載した事項の、実施設計段階での検討結果（コスト縮

減提案の最終採否） 

②その他、実施設計時にコスト縮減対策として採択した事項 

□実験設備に係る検討 

□内部雷保護設備に係る検討 

□構内情報通信網設備に係る検討 

□音声誘導設備に係る検討 

□排水処理設備に係る検討 

□雨水・排水再利用設備に係る検討 

□蓄熱システムに係る検討 

□雪冷房設備に係る検討 

□設計に必要な調査業務等 

□土質調査業務（調査箇所数等については別紙地質調査委託仕様書による。） 

□測量調査業務（範囲は○○○による。） 

□造成設計業務（範囲は○○○による。） 

□建設リサイクル法に基づく分別解体等の計画作成業務 

□耐震改修促進計画認定申請手続き業務 

  

４ 業務の実施 

（１）一般事項 

ア 基本設計業務は、提示された設計与条件及び適用基準等に基づき行う。 

イ 実施設計業務は、提示された設計与条件、基本設計図書及び適用基準等に基づき行う。 

ウ 積算業務は、調査職員の承諾を受けた実施設計図書及び適用基準等に基づき行う。 

（２）提出書類 



本業務の実施に当たっては、別表１の書類を遅滞なく提出すること。 

（３）電子納品対象業務 

□本業務は電子納品対象業務とする。 

電子納品とは最終成果を電子データで納品することをいう。ここでいう電子データとは電

子納品運用ガイドライン（案）に基づき作成されたものを指す。 

署名、捺印の取扱は同ガイドライン（案）によるものとする。なお、電子化に要する費用

は諸経費に含まれているものとする。 

（４）打合せ及び記録（共通仕様書第３章 14（２）） 

打合せは次の時期に行い、速やかに記録を作成し、調査職員に提出すること。 

ア 業務着手時 

イ 調査職員又は管理技術者が必要と認めた時 

ウ その他（    ） 

（５）適用基準等（共通仕様書第３章３（１）） 

適用基準は関係法令のほか、以下の基準等によるものとし、特記なき場合は、国土交通省

大臣官房官庁営繕部が制定又は監修したものとする。なお、以下に記載の制定・発行年にか

かわらず最新版が存在するものについては、当該最新版を適用する。 

ア 共通 

□境港市公共建築工事積算基準（境港市建設部） 

■鳥取県福祉のまちづくり施設整備マニュアル（平成 20年版） 

■鳥取県景観計画（鳥取県）平成 23年版 

□防衛施設周辺防音事業工事標準仕方書（平成 27年版） 

イ 建築 

■官庁施設の総合耐震計画基準（平成 8年版） 

□官庁施設の総合耐震診断・改修基準（平成 8年版） 

■建築設計基準及び同解説（平成 18年版） 

■敷地調査共通仕様書（平成 23年版） 

■構内舗装・排水設計基準（平成 23年版） 

■建築工事標準詳細図（平成 22年版） 

■公共建築工事標準仕様書（建築工事編）（平成 25年版） 

□建築工事監理指針（平成 25年版） 

□公共建築改修工事標準仕様書（建築工事編）（平成 25年版） 

□建築改修工事監理指針（平成 25年版） 

■公共建築木造工事標準仕様書（平成 25年版） 

□建築物解体工事共通仕様書・同解説（平成 24年版） 

□公共住宅建設工事共通仕様書（平成 22年版） 

■建築構造設計基準（平成 22年版） 

■建築鉄骨設計基準及び同解説（平成 10年版） 

■壁式構造関係設計規準集・同解説（2004年） 

■鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説（2010年） 

■鋼構造設計基準（2005年） 

■鉄骨鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説（2010年） 

■建築基礎構造設計指針（2001年） 

□耐震改修促進法のための既存鉄骨造建築物の耐震診断及び耐震改修指針・同解説  （2011

年） 

ウ 建築積算 

□公共建築工事積算基準（平成 27年版） 

□公共建築工事標準単価積算基準（平成 28年版） 

□公共建築数量積算基準（平成 18年版） 

□公共建築工事共通費積算基準（平成 28年版） 

□建築工事内訳書標準書式・同解説（平成 25年版） 



□公共建築工事見積書標準書式[建築工事編] （平成 28年版） 

□建築工事内訳書作成要領[建築工事編] （平成 13年版） 

  エ 設備 

■官庁施設の総合耐震計画基準（平成 8年版） 

□官庁施設の総合耐震診断・改修基準（平成 8年版） 

■建築設備計画基準（平成 21年版） 

■建築設備設計基準（平成 21年版） 

■建築設備設計計算書作成の手引（平成 21年版） 

■公共建築工事標準仕様書[電気設備工事編]（平成 25年版） 

■公共建築工事標準仕様書[機械設備工事編]（平成 25年版） 

□公共建築改修工事標準仕様書[電気設備工事編]（平成 25年版） 

□公共建築改修工事標準仕様書[機械設備工事編]（平成 25年版） 

■公共建築設備工事標準図[電気設備工事編]（平成 25年版） 

■公共建築設備工事標準図[機械設備工事編]（平成 25年版） 

□電気設備工事監理指針（平成 25年版） 

□機械設備工事監理指針（平成 25年版） 

■排水再利用・雨水利用システム設計基準・同解説（平成 16年版） 

■建築設備工事設計図書作成基準（平成 21年版） 

■建築設備耐震設計・施工指針（2005年版） 

オ 設備積算 

□公共建築工事積算基準 平成 19年版 

□公共建築工事標準単価積算基準 平成 28年版 

□公共建築設備数量積算基準 平成 15年版 

□公共建築工事共通費積算基準 平成 28年版 

□公共建築工事内訳書標準書式（設備工事編）・同解説 平成 24年版 

□公共建築工事見積標準書式（設備工事編） 平成 28年版 

□建築工事内訳書作成要領（設備工事編） 平成 13年版 

（６）貸与品等（契約書第 18条、共通仕様書第３章 11（１）） 

貸与品名及び数量 

□  

□  

引渡場所（     ） 引渡時期（    ） 

返却場所（     ） 返却時期（    ） 

（７）指定部分の範囲（契約書第 37条） 

    （                 ） 

（８）保険等（契約書第 47条） 

受注者は、本業務を行うに際し、次の保険を付さなければならない。 

□労働者災害補償保険 

■業務上の賠償責任を補償する保険 

（９）成果物の提出場所 

   （                 ） 

（１０）成果物の取り扱いについて 

提出されたＣＡＤデータ等については、当該施設に係る工事の請負業者に貸与し、当該工

事における施工図及び当該施設の完成図の作成に使用するなど、契約書第８条第１項の規定

の範囲内で使用することがある。 

（１１）業務実績情報の登録について（共通仕様書第３章４（３）） 

□要 

委託金額 500万円以上の業務については、業務完了検査後 10日（ただし、土、日曜及び

祝日等は除く）以内に、公共建築設計者情報システム（PUBDIS）に「業務カルテ」を登録



すること。 

■不要 

（１２）再生資材の使用について 

工事において使用する資材は、再生資材を積極的に使用すること。 

（１３）工事費概算額の遵守 

業務は、第１章５（３）に示す工事費概算額を遵守して実施するものとし、これを超過す

る見込みが有る場合は速やかに調査職員と協議の上、受注者の責において設計図書の修正を

行うものとする。 

（１４）採用単価 

積算に採用する単価については「境港市公共建築工事積算基準」によるほか、調査職員の

指示による。 

（１５） 内訳明細書の作成要領 

ア 内訳書の作成は EXCELで行う。 

イ 仮設材、仮設機器等については、設置の期間等見積もりに必要な施工条件を明示する。 

ウ 一式計上は極力避け、やむを得ない場合は、別紙明細書（若しくは代価表）を作成する。 

エ 単価の採用根拠を明らかにするため備考欄にその旨を明示する。 

オ 工事発注区分 

設計図書は調査職員との協議により発注区分毎にまとめるものとする。 

なお、指定部分（一の工事の内、工事の完成時期を二以上設ける場合）、及び国庫補助対

象部分のある場合等は、当該部分を区分し別途作成する。 

※ 積算範囲は、図面または系統図により区分する。 

  カ 木材の積算は、木拾い数量とすること。 

 

 《単価採用記入例》 

単価採用根拠 根拠凡例（備考欄に明示） 

・建設物価（建設物価調査会） 

・積算資料（経済調査会） 

・コスト情報（建設物価調査会） 

・施工単価資料（経済調査会） 

・見積（業者、メ－カ等の見積） 

・資料（カタログ等） 

物 

資 

コ 

施 

見 

カ 

 



 

５ 成果物 

（１） 基本設計 

設計の種類 成果物 

一
般
業
務 

 ■建築（意匠）  ■計画説明書 

 ■仕様概要書 

 ■仕上概要表 

 ■面積表及び求積図 

 ■敷地案内図 

 ■配置図 

 ■平面図（各階） 

 ■断面図 

 ■立面図 

 ■工事費概算書 

 ■建築（構造）  ■構造計画説明書 

 ■構造設計概要書 

 ■工事費概算書 

 ■電気設備  ■電気設備計画説明書 

 ■電気設備設計概要書 

 ■工事費概算書 

 ■各種技術資料 

 ■給排水衛生設備  ■給排水衛生設備計画説明書 

 ■給排水衛生設備設計概要書 

 ■工事費概算書 

 ■各種技術資料 

 ■空調換気設備  ■空調換気設備計画説明書 

 ■空調換気設備設計概要書 

 ■工事費概算書 

 ■各種技術資料 

 ■昇降機等  ■昇降機等計画説明書 

 ■昇降機等設計概要書 

 ■工事費概算書 

 ■各種技術資料 

追
加
業
務 

 □防災計画書 

 □日影図 

 ■模型 

 □その他 

 ■透視図  

 

 



（２） 実施設計 

設計の種類 成果物 

一
般
業
務 

 □建築（意匠）  □建築物概要書 

 □仕様書 

 □仕上表 

 □面積表及び求積図 

 □敷地案内図 

 □配置図 

 □平面図（各階） 

 □断面図 

 □立面図（各階） 

 □矩計図 

 □展開図 

 □天井伏図（各階） 

 □平面詳細図 

 □部分詳細図 

 □建具表 

 □工事費概算書 

 □各種計算書 

 □その他確認申請に必要な図書 

 □建築（構造）  □仕様書 

 □構造基準図 

 □伏図（各階） 

 □軸組図 

 □部材断面表 

 □部材詳細図 

 □構造計算書 

 □工事費概算書 

 □その他確認申請に必要な図書 

 □電気設備  □仕様書 

 □敷地案内図 

 □配置図 

 □受変電設備図 

 □非常電源設備図 

 □幹線系統図 

 □電灯、コンセント設備平面図（各階） 

 □動力設備平面図（各階） 

 □通信・情報設備系統図 

 □通信・情報設備平面図（各階） 

 □火災報知等設備系統図 

 □火災報知等設備平面図（各階） 

 □屋外設備図 

 □工事費概算書 

 □各種計算書 

 □その他確認申請に必要な図書 



 □給排水衛生設備  □仕様書 

 □敷地案内図 

 □配置図 

 □給排水衛生設備配管系統図 

 □給排水衛生設備配管平面図（各階） 

 □消火設備系統図 

 □消火設備平面図（各階） 

 □排水処理設備図 

 □その他設置設備設計図 

 □部分詳細図 

 □屋外設備図 

 □工事費概算書 

 □各種計算書 

 □その他確認申請に必要な図書 

 □空調換気設備  □仕様書 

 □敷地案内図 

 □配置図 

 □空調設備系統図 

 □空調設備平面図（各階） 

 □換気設備系統図 

 □換気設備平面図（各階） 

 □その他設置設備設計図 

 □部分詳細図 

 □屋外設備図 

 □工事費概算書 

 □各種計算書 

 □その他確認申請に必要な図書 

 □昇降機等  □仕様書 

 □敷地案内図 

 □配置図 

 □昇降機等平面図 

 □昇降機等断面図 

 □部分詳細図 

 □工事費概算書 

 □各種計算書 

 □その他確認申請に必要な図書 

追
加
業
務 

 □積算数量算出書 

 □単価作成資料 

 □見積検討資料（見積徴収） 

 □透視図 

 □省エネルギー関係計算書 

 □リサイクル計画書 

 □概略工事工程表 

 □CASBEE評価書 

 □コスト縮減検討報告書 

 □分別解体等計画書 

 □景観評価リスト等 

 

  

 



６ 提出部数等 

（１）基本設計 

成果物の名称 規格 部数 摘要 

 ■計画説明書 

 ■設計概要書 等 

■A3判製本 

■A3判二つ折り製本 

５部 

５部 

電子データ含む 

■
設
計
図
面 

■配置図 

■平面図（各階） 

■断面図 

■立面図 

■その他 

■原図 一式 CADデータ含む 

A2判又は A3判 

■陽画焼き ５部  

■
そ
の
他 

■透視図 ■外観 A3判程度 １面  

□内観 A3判程度 １面  

□透視図の写真 □キャビネ判（原版共） ５部  

■模型 ■スタディ模型程度 一式 アクリルケース付 

□模型の写真 □キャビネ判（原版共） ５部  

□CADデータ  一式  

□      

 注）CAD ﾃﾞｰﾀの保存形式及びﾚｲﾔ構成等については、業務着手時に調査職員と協議すること。 

（２）実施設計 

成果物の名称 規格 部数 摘要 

設
計
図
書
（
共
通
） 

□設計原図 つや消し A1判又は A2判 １部 工事名記入、図

面ファイル 

□縮小第２原図 つや消し A3判 １部  

□陽画焼製本 A1判又は A2判二つ折り ３部  

□  〃 縮小版（A3判二つ折り） ３部  

□  〃  バラ  ２部 工事発注単位毎 

□  〃  A4折り ファイルとじ ５部 工事発注単位毎 

□設計図 CAD データ  一式 保全用 

□設計図 PDF データ 400dpi程度 

420×297mm(A3 ｻｲｽﾞ)以上 

一式 保全用 

(検印が押してあるもの) 

□ 敷地測量図 （平板測量等） 一式  

□    

□     

計
算
書
等 

□各種計算書  ２部  

□    

□    

□    

積
算
関
係
資
料 

 □工事費予定価格内訳書  ７部 工事発注単位毎 

 □EXCEL データファイル ＣＤ－Ｒ等 一式  

 □数量計算書  ２部  

 □見積書及び検討資料  ２部 ３者以上徴収 

 □見積価格一覧表  ２部  

 □採用単価・カタログ等写し  ２部  

注）１．積算資料のファイルは、インデックス等により見開きしやすいようにすること。 

２．CAD ﾃﾞｰﾀの保存形式及びﾚｲﾔ構成等については、業務着手時に調査職員と協議するこ

と。 

３．設計図書は白コピーでも可とする。 

（３） その他の成果物 

□計画通知書等      一式 

■打合せ記録簿       １部 



□関係法令チェックリスト １部 

□景観評価リスト等    １部   

□電子納品ＣＤ      １部 

■入札・契約用図面（バラ又はＰＤＦデータ） 

  ※規格、数量については調査職員等の指示による。 

□ 

□ 

（４）図面の材質等 

ア 設計原図の材質 □トレーシングペーパー 

イ 設計原図の大きさ □A1判 □A2判 

ウ 原図の様式は調査職員の指示による。 

エ 特記仕様書については、発注者の支給品とする。 

（５） 計画通知書の記入方法 

ア 計画通知書（建築物・工作物） 

（第１面）通知者官職 境港市長 中村 勝治 

（第２面）【１．建築主】 

【イ．氏名のフリガナ】ｻｶｲﾐﾅﾄｼﾁｮｳ ﾅｶﾑﾗ ｶﾂｼﾞ 

【ロ．氏名】境港市長 中村 勝治 

【ハ．郵便番号】６８４－８５０１ 

【ニ．住所】境港市上道町３０００ 

【ホ．電話番号】０８５９－４４－２１１１ 

【２．代理者】※設計事務所名及び設計担当者を記載。 

【イ．資格】（ ）建築士  （  ）登録第   号 

【ロ．氏名】 

【ハ．建築士事務所名】（ ）建築士事務所（ ）知事登録第  号 

【ニ．郵便番号】 

【ホ．所在地】 

【ヘ．電話番号】 

イ 建築計画概要書 

（第１面）【１．建築主】 

【イ．氏名のフリガナ】 

【ロ．氏名】 

【ハ．郵便番号】 

【ニ．住所】 

ウ 建築工事届 

（第１面） 建築主 

氏名 境港市長 中村 勝治 

郵便番号 ６８４－８５０１ 

住所 境港市上道町３０００ 

電話番号 ０８５９－４４－２１１１ 

エ 委任状 

（代理人） （商号及び氏名を記入） 

（委任事項）建築基準法に基づく諸手続き 

（手続き） 計画通知等 

（発注者） 住所：境港市上道町３０００ 

氏名：官職代理者 境港市○○部○○課長 ○○○○ 

 

７ その他特記事項 

（１）建設工事発注時点に見積等価格の変動があった場合は成果物の修正等に協力すること。 

（２）鳥取県産材（特に木材）を積極的に用いた設計とすること。 

（３）排水計画にあたっては、関係機関と十分協議し計画すること。 



別表１ 提出書類 

 

【着手時】契約締結後１４日以内 

書類の名称 部数 様式 根拠規定 備考 

着手届 ２  共仕第３章１  

管理技術者通知書 ２  契約書第１５条  

業務計画書 ２  共仕第３章５  

業務工程表 ２  契約書第３条  

その他調査職員が指示する書類     

 

【必要時】 

書類の名称 部数 様式 根拠規定 備考 

業務再委託通知書 ２  契約書第１２条  

管理技術者変更通知書 ２  契約書第１５条  

変更業務計画書 ２  共仕第３章５  

指示、請求、通知、報告、申出、承

諾等に係る文書 
２ 

 
契約書第２条 

 

業務条件確認請求書 ２  契約書第２０条  

履行期間変更請求書 ２  契約書第２４条  

成果物の（全部・一部）使用承諾書 １  契約書第３３条 甲からの申出による 

打合せ記録簿 ２  共仕第３章１４  

その他調査職員が指示する書類     

 

【完了時】 

書類の名称 部数 様式 根拠規定 備考 

業務（指定部分）完了通知書 ２  契約書第３７条 指定部分がある場合 

業務完了通知書 ２ 
 

契約書第３１条 
業務完了後遅滞なく

提出 

修補完了通知書 ２ 
 

契約書第３１条 
修補する必要がある

とき 

業務成果引渡書 ２ 
 

契約書第３１条 
検査合格後遅滞なく

提出 

その他調査職員が指示する書類     

※１ 「共仕」とは公共建築設計業務委託共通仕様書を示す。 

※２ いずれの書類も証明、根拠資料等の関連資料を含む。 


